
令和5年度　普通会計決算状況調

R2年 83,989 人 R2年 7,608 人 ％ ％ 円 ％ 円
H27年 80,826 人 H27年 7,321 人 16,826,916 45.4 2.4 198,599 15,382,004 22.8 3,122
増加率 3.9 ％ R2年 83,546 人 293 人 6,232 人 33,942 人 131,467 0.4 0.8 1,552 131,467 35.1 62,412
R6.1.1 84,728 人 H27年 80,130 人 0.7 ％ 15.4 ％ 83.9 ％ 6,079 0.0 △ 8.8 72 6,079 6.6 167,111
R5.1.1 83,962 人 317 人 6,155 人 29,827 人 111,198 0.3 14.5 1,312 111,198 △ 11.3 34,103
増加率 0.9 ％ 0.9 ％ 17.0 ％ 82.2 ％ 129,382 0.4 70.2 1,527 129,382 △ 42.1 440

1,914,443 5.2 0.9 22,595 1,914,443 29.7 750
1,277 0.0 △ 4.6 15 1,277 △ 68.1 905
1,314 0.0 303.1 16 1,314 27.3 43,490

23,226 0.1 7.9 274 23,226 17.3 13,905
143,453 0.4 26.2 1,693 143,453 △ 11.8 53,933
76,454 0.2 △ 9.7 902 76,454

125,317 0.3 18.7 1,479 0 5.4 26,302
普 通 交 付 税 0 0.0 0.0 0
特 別 交 付 税 125,317 0.3 18.7 1,479
震災復興特別交付税 0 0.0 0.0 0 6.9 406,473

8,463 0.0 △ 4.7 100 8,463
222,554 0.6 △ 9.8 2,627
245,645 0.7 2.3 2,899 75,651
138,545 0.4 △ 0.1 1,635

6,795,021 18.3 △ 7.4 80,198
9,905 0.0 △ 52.5 117 9,905

2,305,767 6.2 9.5 27,214
32,801 0.1 31.2 387 29,341

円 14,280 0.0 34.4 169
円 2,128,221 5.8 101.8 25,118

3,012,184 8.1 △ 4.8 35,551
380,591 1.0 △ 18.9 4,492 213,173

2,258,800 6.1 56.3 26,659
うち臨時財政対策債 0 0.0 0.0 0

37,043,303 100.0 5.1 437,203 18,256,830

7.2 ％ 人
14.3
16.7 ％ ％ 円 ％ ％ ％
0.3 4,403,784 12.8 4.5 51,976 4,146,937 4,131,832 22.6 46.8 2.6

23.3 う ち 職 員 給 2,793,271 8.1 4.7 32,968 2,582,698 44.2 2.7
26.2 9,944,524 28.9 9.0 117,370 3,579,778 2,858,725 15.7 2.6 0.5
1.8 2,228,547 6.5 5.4 26,302 2,228,547 2,228,547 12.2 41.1 2.3

元 利 償 還 金 2,228,547 6.5 5.4 26,302 2,228,547 2,228,547 12.2 17.8 1.8
一 借 利 子 0 0.0 0.0 0 0 0 0.0 17.0 2.2

5,826,868 16.9 △ 7.4 68,771 4,762,425 4,418,030 24.2 5.8 4.6
97,544 0.3 △ 1.9 1,151 89,506 88,899 0.5 0.5 △ 2.0

世帯 2,981,849 8.6 2.0 35,193 2,801,424 1,603,412 8.8 0.5 3.9
人 2,428,978 7.0 △ 0.7 28,668 2,414,111 3.0 1.2
円
円 0 0.0 0.0 0 0

2,018,239 5.9 2.4 23,820 1,702,412 1,390,030 7.6

407 人 41.3 歳 317,476 円 円 4,509,385 13.1 48.2 53,222 1,290,513 8.6 2.2
6 44.4 384,183 補 助 1,016,518 2.9 30.8 11,997 61,186 5.0 2.1

単 独 3,432,867 10.0 56.0 40,516 1,224,327 3.6 2.5
県営事業負担金 60,000 0.2 △ 8.3 708 5,000 100.0 2.4

413 41.4 318,446
91.6

(91.6)
合 計 34,439,718 100.0 6.9 406,474 23,015,653 16,719,475

市 町 村 民 税 97.7 （99.1）
純 固 定 資 産 税 99.1 （99.7）

(3)　実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、赤字額が生じていないた
　　  め、「－」で標記しています。

(4)　経常収支比率の下段（　）内の値は、臨時財政対策債を経常一般財源等から
　　 除いた経常収支比率です。

区 分
歳 出 決 算 額

普 通 会 計
か ら の 繰 入 額 Ｂ／Ａ

区 分 決算額 構成比 増減率
人口一人
当たり額 一般財源

う ち 経 常
一般財源

経常収支
比 率 区 分 決 算 額 構成比 増減率健

全
化
判
断
比
率

水 道 事 業 2,221,022 5,731

地 方 債 現 在 高 17,761,551 県 支 出 金

特定目的基金を含めた金額 2,428,978 2,446,286 実 質 債 務 残 高 比 率 118.2 国 庫 支 出 金
財 政 調 整 基 金 比 率 13.5 国 有 提 供 交 付 金

歳 出 総 額 B 34,439,718 32,224,362
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歳 入 総 額 A 37,043,303 35,236,546

区 分 令和5年度 令和４年度

世帯数 世帯　

区　分

基 準 財 政 収 入 額

(R6.1.1) 43,840

人 口 面 積 11.04 ｋ㎡
市 町 村 類 型 Ⅱ－３

区 分 決算額 構成比 増減率
人口一人
当たり額

経　　　常
一般財源

区 分 決算額 構成比 増減率
人口一人
当たり額

臨 時 職 員 議会副議長 R5.4.1 392,000 災 害 復 旧 事 業 費 徴 収 率 （ う ち 現 年 度 課 税 分 ） ％
合　　計 議 会 議 員 R5.4.1 367,000 失 業 対 策 事 業 費 合 計 98.4 （99.4）

消 防 職 員 教 育 長 R5.4.1 698,000 家 屋 605,129
技能労務職員 議 会 議 長 R5.4.1 437,000 合 計 16,826,916

一 般 職 員 市 長 R5.4.1 852,000 普 通 建 設 事 業 費 都 市 計 画 税 1,444,912
教 育 公 務 員 副 市 長 R5.4.1 730,000 土 地 839,783

一 般 職 員 等 特 別 職 等 繰 出 金 取 得 分
区 分 職 員 数 平 均 年 齢 一人当たり給料月額 区　分 適用開始年月日 一人当たり月額 前年度繰上充用金 目 的 税

一 世 帯 当 た り の 保 険 税 調 定 額 212,448 ・埼玉県後期高齢者医療広域連合 投 資 及 び 出 資 金 特 別 土 地 保 有 税
被保険者一人当たり保険税調定額 154,295 ・朝霞和光資源循環組合（ごみ広域処理） 貸 付 金 保 有 分

加 入 世 帯 数 9,106   （し尿処理・知的障害者施設・常備消防） 補 助 費 等 軽 自 動 車 税 79,389
被 保 険 者 数 12,538 ・彩の国さいたま人づくり広域連合　(職員研修) 積 立 金 市 た ば こ 税 515,067

歳 出 決 算 額 6,528,436   （退職手当支給・消防災害補償・交通災害共済） 物 件 費 償 却 資 産 971,043
普 通 会 計 か ら の 繰 入 金 472,654 ・朝霞地区一部事務組合  維 持 補 修 費 交 納 付 金 91,646

合　　計 16,108,236 1,792,508 一部事務組合への加入等の状況 土 地 2,989,506
国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 の 状 況 ・埼玉県市町村総合事務組合 家 屋 2,858,578

介護サービス事業 252,685 66,285 収入 扶 助 費 法 人 432,355
宅地造成事業 85,684 1,562 支出 公 債 費 固 定 資 産 税 6,910,773

収益事業

実 質 公 債 費 比 率 5.6 人 件 費 市 民 税 7,876,775
下 水 道 事 業 1,473,763 343,048 将 来 負 担 比 率 36.7 個 人 7,444,420

後期高齢者医療 947,590 135,907 実 質 赤 字 比 率 -
介 護 保 険 4,599,056 767,321 連 結 実 質 赤 字 比 率 -

Ａ Ｂ ラ ス パ イ レ ス 指 数 100.7 歳 出 内 訳 （ 性 質 別 ） 市 町 村 税 の 内 訳
国民健康保険 6,528,436 472,654 職 員 一 人 当 た り 人 口 205

特 別 会 計 （ 普 通 会 計 以 外 ） の 決 算 状 況 財 政 調 整 基 金 2,369,490 地 方 債
減 債 基 金 0
そ の 他 2,016,558 合 計

特定目的基金を含めた金額 △ 62,182 1,261,403 債 務 負 担 行 為 額 3,056,625 繰 越 金
(F+G+H-I) 積 立 金 現 在 高 4,386,048 諸 収 入

特定目的基金を含めた金額 2,079,759 1,008,389 人口一人当たり地方債現在高 209,630 寄 附 金
実 質 単 年 度 収 支 △ 23,681 △ 48,934 介護サービス事業分含む 212,141 繰 入 金

I
積 立 金 取 り 崩 し 額 1,817,625 949,606 介護サービス事業分含む 17,974,290 財 産 収 入

地 方 債 残 高 比 率 100.9 使 用 料
積 立 金 2,205,345 1,077,166 介護サービス事業分含む 102.1 手 数 料

実 質 収 支 (C-D) E 2,451,678 2,863,079

単 年 度 収 支 F △ 411,401 △ 176,494
(1)　本市において普通会計に属する会計は、一般会計（介護サービス事業分など
　　　一部を除く。）及び和光都市計画事業和光市駅北口土地区画整理事業特別
　　　会計（宅地造成事業分を除く。）です。

G
(2)　一般会計に計上されている介護老人保健施設等に係る地方債現在高につい
      ては、決算統計上、介護サービス事業会計（想定企業会計）に計上するもの
　　　として除外されていますが、参考として含めた数値を併記しています。繰 上 償 還 金 H 0 0

34,439,718 100.0 23,015,653
義 務 的 経 費 比 率 48.1 交通安全対策特別交付金

投 資 的 経 費 比 率 13.1 分 担 金 負 担 金
注 意 事 項

単 年 度 1.087 諸 支 出 金 　　
実 質 収 支 比 率 13.9 前 年 度 繰 上 充 用 金
公 債 費 負 担 比 率 8.7 合　　計

標 準 財 政 規 模 17,611,608 地 方 特 例 交 付 金 災 害 復 旧 費 0
財 政 力 指 数 1.044 地 方 交 付 税 公 債 費 2,228,547 6.5 2,228,547

基 準 財 政 需 要 額 12,595,465 自動車税環境性能割交付金 消 防 費 1,178,149 3.4 985,874
標 準 税 収 入 額 等 17,611,608 法人事業税交付金 教 育 費 4,569,672 13.3 2,963,364

13,696,568 自動車取得税交付金 土 木 費 3,684,836 10.7 1,924,744

区 分 指 数 等 地方消費税交付金 農 林 水 産 業 費 63,542 0.2

株式等譲渡所得割交付金 労 働 費 37,255 0.1 34,299
44,884

5年度交付税種地区分 Ⅱ－9 ゴルフ場利用税交付金 商 工 費 76,711 0.2 75,311

（単位：千円） 県名・市町村名 埼玉県・和光市
コ ー ド 番 号 112291 歳 入 内 訳 歳 出 内 訳 （ 目 的 別 ）

産 業 構 造 ％
一 般 財 源

第一次 第二次 第三次 地 方 税 議 会 費 264,509 0.8 262,529
地 方 譲 与 税 総 務 費 5,288,061 15.3 4,910,753
利 子 割 交 付 金 民 生 費 14,158,953 41.1 7,361,872
配 当 割 交 付 金 衛 生 費 2,889,483 8.4 2,223,476


